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令和 2 年 10 月 29 日 

日本原燃株式会社 
 

2020 年度 第 1 回 第三者監査結果の報告について 

 
Ⅰ．はじめに 

当社は、2004 年度に策定した「品質保証体制の改善策」の実行状況と PDCA の展開状況につ

いて、第三者監査機関であるロイド・レジスター・グループ・リミテッド（以下、「LR」と記

す。）による継続的な確認を受け、品質マネジメントシステム（以下、「QMS」と記す。）の継続的

な改善を図ってきた。 
2020 年度第 1 回は、2020 年 4 月に施行された「原子力施設の保安のための業務に係る品質管

理に必要な体制の基準に関する規則」を反映したコンディションレポート（CR）登録など CAP
システムの活用を含めた不適合の処置および是正処置等に関する事項について、適合性、有効性

および効率性の観点から監査を受けた。 
 

Ⅱ．監査結果の概要(2020年度 第 1回 定期監査報告書（全体総括）抜粋) 

 1．監査結果 
2020 年 8 月 3 日～9 月 3 日に受審の結果、「指摘事項」や「観察事項」は確認されず、 

「提言事項」28 件（添付 1 参照）および「良好事例」6 件（添付 2 参照）が提示された。 
 安全・品質本部 再処理事業部 技術本部 濃縮事業部 埋設事業部 計 
指摘事項※1 0 0 0 0 0 0 
観察事項※2 0 0 0 0 0 0 
提言事項※3 5 11 0 6 6 28 
良好事例※4 2 2 0 0 2 6 

※1 指摘事項：定めた要求事項が実践・実行されていない事項。不適合相当であり是正が必須 

※2 観察事項：定めた要求事項がほぼ実践・実行されているが、その程度が必ずしも十分でないため、 

何らかの改善を期待する事項 

※3 提言事項：定めた要求事項が実践・実行されている。その上で、今後のより優れた運用を期待して 

参考に提言する事項。提言事項の採否は、被監査部門の任意でよい 

※4 良好事例：さらなる自立的改善が図られており、他の部署にも参考となる事例 

 
 2．監査項目に対する個別所見 

①不適合の処置 
a.不適合管理票（計画）の「事象概要」について（安全・品質本部、埋設事業部） 

「事象概要」にさまざまな情報が記載され、事象の理解が容易ではない事例があっ

た。容易に不適合であることがイメージできるよう、まず何がどのように良くないの

かを簡潔に述べた上で、必要に応じて補足情報を追記してはどうか。 
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b. 不適合管理票（計画）の「要求事項」について（安全・品質本部、再処理事業部・技

術本部、濃縮事業部） 
「要求事項」に、その文書名や当該箇条を明記することで不適合判断した根拠が明

らかとなり、客観性が向上すると思われる。 
c. 「要求事項」が明文化されていないケースでの不適合について（濃縮事業部） 

暗黙の了解や一般常識の範疇と言われる要求事項に係る不適合が発生した場合は、

発生防止をより確実にする観点から要求事項として規程化し、当事者に重要性の再認

識させることを狙ってはどうか。 
d. 記載項目が「該当なし」あるいは「不要」のケースについて（安全・品質本部、再処

理事業部・技術本部、濃縮事業部） 
「修正を施した場合」等、項目に該当がない場合に「-」を記載しているが、客観

的に見るとそれは何を意味しているのか分からない。「該当なし」や「不要」等を記

載し、必要に応じてその理由を記載する等、起票者の意思を明確にするのが良い。 
②是正処置 

a. 是正処置処理票の承認時期について（再処理事業部・技術本部） 
是正処置完了日から是正処置処理票 （結果）の承認までの日数が長いもの、 なら

びに本表の作成～承認までのスピードが遅いと思われるものがある。遅延が著しくな

らないような改善が望まれる。 
b. 是正処置処理票の件名について（再処理事業部・技術本部） 

件名が長く把握しづらいものがあった。件名を読めば不適合事象の概要を容易に把

握できることが望ましい。 
③未然防止措置 

今回サンプリングした事象については、未然防止処置の対象となるものはなかった。 
④コンディションレポート(CR)登録事項の不適合判断 

不滴合事象のサンプリング過程において、不適合判断に違和感を覚えるものはなかった。 
  
3．第三者監査機関の所感 

• 従前、不適合管理および是正処置のやり方は、部門ごとに独自の処理ルールと様式を定め

た標準類に基づくものであったが、本年 4 月 1 日付けの『CAP システム要則』の適用に

より全社的に統一されたものとなった。 
• 監査チームが長きにわたって気にかけてきたことのひとつに、システムや仕組みについて

は、できるだけ部門を横断した共通のやり方が全社的な効率性の向上に寄与するとの考え

方がある。 
• その観点で『CAP システム要則』によるルールの一本化は、部門ごとの不適合管理およ

び是正処置に係る標準類の見直し・改正が不要となるばかりでなく、例えば監査室が不適

合管理および是正処置に係る監査を行う場面においても、部門毎に監査基準を変えること

なく、『CAP システム要則』に集中した監査ができる等、全社的な業務の効率化に大きく
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貢献するものと評価する。 
• 日本原燃においては、これまでのさまざまな積み重ねによってシステムや仕組みが肥大化

していると見受けられる。原子力安全を確実なものにする観点から業務の質を低下させる

ことはあってはならないが、システムや仕組みを単純にすることは業務の効率化だけでな

く間違いを起こりにくくすることにも役立つ。効率化や単純化については臆することなく

今後も積極的に推し進めることが期待される。 
 

Ⅲ．監査結果に対する日本原燃の取り組み 
今年度第 1 回の定期監査で示された提言事項 28 件への対応は、処置方針に基づき完了した。

（添付 1 参照） 
 

Ⅳ．今後の予定 
2020 年度第 2 回の対象は、安全・品質本部、監査室、再処理事業部・技術本部、濃縮事業部お

よび埋設事業部とする。 
 

以上 












